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◆歳　入　477 億 2,043 万円
■ 一般会計の決算状況

ま
ず
は
、
昨
年
度

の
決
算
に
つ
い
て

報
告
し
ま
す
。

◆歳　出（性質別）　461 億 6,930 万円
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自主財源＊1依存財源＊2
市税
148億 7,261 万円

分担金及び負担金
8億 1,724 万円
使用料及び手数料
4億 5,811 万円
繰入金＊5　
　1億 8,426 万円
繰越金＊6　
　18 億 6,151 万円

寄附金 2,384 万円

諸収入 7億 2,786 万円
地方消費税交付金
9億 8,056 万円 地方譲与税

6億 2,775 万円
財産収入 1億 2,532 万円

県支出金
31億 5,606 万円

国庫支出金
51億 7,344 万円

市債 68億 1,230 万円

その他の交付金
6億 9,814 万円

義務的経費＊3

投資的経費＊4

その他

人件費
86億 9,870 万円

扶助費＊7
70 億 8,595 万円

公債費＊8
64 億 777万円普通建設事業費＊9

72 億 4,825 万円

災害復旧事業費
2億 7,018 万円

物件費＊10
58 億 6,484 万円

補助費等
46億 4,206 万円

維持補修費
7億 3,175 万円

その他の経費
52億 1,980 万円

平
成
23
年
度
の
決
算
状
況

　
９
月
に
行
わ
れ
た
第
５
回
伊
賀
市
議
会
（
定
例
会
）
で
、
平
成
23

年
度
の
一
般
会
計
・
特
別
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計
・
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業
会
計
の
決
算
が
認
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さ
れ
ま

年
度
の
一
般
会
計
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特
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会
計
・
企
業
会
計
の
決
算
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認
定
さ
れ
ま

し
た
。
今
回
は
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

※
表
示
単
位
未
満
を
四
捨
五
入
し
て
い
ま
す
の
で
、
決
算
書
の
金
額

　
（
円
単
位
）
と
一
致
し
て
い
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　市債は、いわゆる市の借金です。市民一人あたりでは、
およそ 59万円です。
　市債は、いわゆる市の借金です。市民一人あたりでは、
◆市債残高　586億円

　基金は簡単にいうと市の貯金です。市民一人あたり
では、およそ13万円です。
　基金は簡単にいうと市の貯金です。市民一人あたり　基金は簡単にいうと市の貯金です。市民一人あたり
◆基金残高　124億円
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市債残高

市債残高のう
ち、臨時財政
対策債＊11を除
く。

主な事業

歳出
461億 6,930 万円

436億 165万円（H22）

歳入
477億 2,043 万円

454億 6,316 万円（H22）

財政のことば

地方交付金
112億 143万円

124 億円

＊1　自主財源：地方公共団体が自主的に収入できる財源
＊2　依存財源：国や県からもらう交付金など
＊3　義務的経費：人件費・扶助費・公債費など支出が法令 
　 で義務付けられている経費
＊4　投資的経費：その支出が資本形成に向けられるもの。
　 家計でいう家など
＊5　繰入金（⇔繰出金）：一般会計と特別会計、特別会計        
　 同士など一方の会計の収支不足を補填するために他方  
　 の会計から充当されるお金
＊6　繰越金：決算の結果、繰越しとなった利益

＊7　扶助費：児童・高齢者・障がい者・生活困窮者などに
　 対して、市が行う支援に要する経費
＊8　公債費：市債の元金と利子の返済金
＊9　普通建設事業費：道路、施設などを作ったり、施設を
　 増築したりする経費
＊10　物件費：人件費や扶助費・補助費等・普通建設事業費
　　などを除く経費の総称
＊11　臨時財政対策債：地方交付税の交付原資の不足に伴い、
　　地方交付税に代わる地方一般財源として発行可能とな
　　った特例的な地方債
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■財政の早期健全化・再生
　に関する指標
　（財政健全化法に基づく指標）

【問い合わせ】　財政課　☎ 22-9608　℻   22-9694

※速報値

実質赤字
比率＊1

連結実質
赤字比率＊2

実質公債費
比率＊3

将来負担
比率＊4

資金不足比率＊5
病院事業水道事業

伊賀市
（昨年度数値） ― ― 14.3

（14.8）
117.6 
（124.8）

―
（5.3）

―
(▲102.0）

早期健全化基準 11.90 16.90 25.0 350.0 経営健全化基準20.0
財政再生基準 20.00 30.00 35.0

主な事業

民生費 （28.5%）

公債費（13.9%）

総務費（13.5%）

土木費 （9.5%）

教育費 （12.9%）

衛生費 （12.0%）

消防費 （3.3%）

農林業費 （3.1%）

商工費 （1.1%） 労働費 （0.8%）

災害復旧費 （0.6%）

歳出
461億 6,930 万円

○子ども手当事業 16 億 8,917 万円
○社会福祉推進事業 4,483 万円
○障害者福祉一般事業 5,860 万円
○放課後児童対策事業 4,617 万円

○庁舎建設事業 9,409 万円
○伊賀線活性化促進事業
　　　　　　　　1億 589万円
○防災対策経費 9,613 万円

○上野南中学校建設事業
　　　19億6,073万円

○病院事業会計繰出金
　　　　　11億 4,891 万円
○病院事業会計貸付金 3億円
○感染症予防経費 3億 1,001 万円

○道整備交付金事業 7億 4,982 万円

○消防団本部管理経費 1億 9,233 万円

○鳥獣害防止事業 2,038 万円

○伊賀上野城築城 400 年
　記念事業 750万円 ○緊急雇用創出事業

　2億 2,837 万円

○農林施設災害復旧事業
　１億 2,228 万円

会計名 収入額 支出額 差引額
国民健康保険事業 102 億 7,370 万円 93億 9,838 万円 8億 7,532 万円
住宅新築資金等貸付 7,206 万円 1億 7,615 万円 ▲ 1億 409 万円
駐車場事業 5,139 万円 5,026 万円 113 万円
介護保険事業 84 億 6,739 万円 84億 5,779 万円 960 万円
農業集落排水事業 21 億 5,883 万円 21億 1,534 万円 4,349 万円
公共下水道事業 10 億 463 万円 9億 7,074 万円 3,389 万円
浄化槽事業 3,562 万円 3,362 万円 200 万円
サービスエリア 1,360 万円 1,307 万円 53万円
市街地再開発事業 36 億 1,015 万円 34億 8,609 万円 1億 2,406 万円
後期高齢者医療 8 億 9,847 万円 8億 8,249 万円 1,598 万円
島ヶ原財産区 3,028 万円 2,950 万円 78万円
大山田財産区 886 万円 592 万円 294 万円

合　計 266 億 2,498 万円 256 億 1,935 万円 10億 563 万円

特
別
会
計

■特別会計の
　決算状況
　市には、国民健
康保険事業など10
の特別会計と２つ
の財産区特別会計
があります。特別
会計全体の基金残
高は 30 億円で昨
年度と比べ２億円
の減、市債残高は
177 億円で、４億
円の減です。

財
産
区

上野南中学校竣工式

上野城薪能

伊賀鉄道

＊4　将来負担比率：将来負担すべき実質的な負債の標準財
　 政規模に対する比率
＊5　資金不足比率：公営企業ごとの営業収益に対する手持
　 ち資金の不足額の割合
＊6　標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入
　 されるであろう経常的一般財源の規模

＊1　実質赤字比率：普通会計（行政サービスを行う一般会
　 計など）の歳出に対する歳入の不足額（赤字額）が標
　準財政規模＊6に占める割合
＊2　連結実質赤字比率：すべての会計の赤字額と黒字額を合
　 わせて計算した赤字額が標準財政規模に占める割合
＊3　実質公債費比率：標準財政規模に占める公債費（借金
　 返済額）の割合の３カ年平均値

議会費 （0.8%）
3億 9,071 万円

3億 8,450 万円5億 2,620 万円

2億 7,018 万円

131億 5,926 万円
43億 7,493 万円

55億 5,603 万円

59億 4,444 万円

62億 1,255 万円

64億 777万円

14億 3,710 万円

15億 563万円

※実質赤字額・連結実質赤字額がないた
　め、また資金不足比率は算定されない
　ため、「―」と表記しています。

（目的別）


